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近年，我が国では，国際競争力の強化に向けて，魅力ある都市空間の形成が進められている．大規模な

都市開発では，発生集中原単位を用いた一連の関連交通計画の策定手法および手順を示した「大規模開発

地区関連交通計画マニュアル」（以下「大規模マニュアル」という）により，交通影響の審査が広く実用

されているが，策定から時間が経過しているため，近年の再開発ビルの交通特性を踏まえた見直しが求め

られていた．そこで，大手町・丸の内・有楽町地区において交通量調査を実施し，大規模マニュアルとの

比較分析を行い，一般事務所ビルの発生集中原単位が大規模マニュアルよりも低いなどの乖離を確認し，

その要因を明らかにした．  
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1. はじめに 

 

近年，我が国では，昨今の成長が著しいアジア諸国の

都市と比較し，都市の国際競争力が相対的に低下してい

る中，国全体の成長をけん引する大都市について，官民

が連携して市街地の整備を強力に推進し，海外から企

業・人達を呼び込むことができるような魅力ある都市拠

点としての都市空間の形成が進められている． 

大手町・丸の内・有楽町地区（以下「大丸有地区」と

いう）においても，三菱地所株式会社の「丸の内再構築

プロジェクト」をはじめとする大規模都市開発が継続的

に続いており，これまでのビジネスに特化した街から，

開かれた多様性のある街への転換が進んでいる． 

これらの大規模都市開発は，既存市街地で行われるた

め，既にバックグラウンドとして，相当の交通需要が存

在することから，開発直近のみならず周辺地域で様々な

交通問題を生じる可能性を有している．そのため，国土

交通省では，「大規模開発地区関連交通計画マニュア

ル」1)（以下「大規模マニュアル」という）を定め，発

生集中原単位を用いた地区発生集中交通量予測をはじめ

とする一連の関連交通計画の策定手法および手順を示し，

交通影響の審査において広く実用されている． 

しかしながら，大規模マニュアルは，策定から時間が

経過しており，特に事務所の発生集中原単位の改定は，

1994年に見直されて以降，2014年6月の改定が行われる

まで20年以上経過していた．その間，大規模施設の使い

方や就業環境が変化し，大規模開発に伴う関連交通も変

化していることが想定されることから，近年の再開発ビ

ルの交通特性を踏まえた交通量推計手法を検討すること

が必要である． 

また，大規模マニュアルは，個別ビルの開発に伴う交

通影響を評価するため，実測値を上回らないように安全

度を設けて発生集中原単位が設定されているが，狭いエ

リアで大規模な開発が連続して複数行われる場合，エリ

ア全体で見ると，過大な安全側に評価されてしまう可能

性がある． 
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本稿では，大丸有地区の大規模事務所および複合施設

を対象に交通実態調査を実施し，2007改訂版の大規模マ

ニュアル（以下「旧大規模マニュアル」）に示されてい

る推計方法の諸元値と比較することで，近年の交通実態

を踏まえた推計手法を検討することを目的とする． 

 

2. 大丸有地区の交通実態 

 

(1) 大丸有地区の概要 

大丸有地区は，昭和61年11月の「東京都市計画市街化

区域および市街化調整区域の整備，開発又は保全方針」

において，東京駅周辺の再開発誘致地区として示された

区域と大手町1-3，1-4街区を合わせた約120haの区域2)で

ある（図-1）．  

大丸有地区は，約100棟の建物が建ち並び，日本を代

表する企業の本部・本社機能を中心に約4,200の事務所

が集積する日本経済の中枢を担っていると共に，近年の

再開発の進展により，物販や飲食店などの商業集積が進

み，平日だけでなく，休日も人が集う都市空間を形成し

ている．また，大丸有地区は，20路線13駅が存在し，地

域循環バスが運行するなど，交通利便性にも優れている
3)． 

 

 

図-1 大丸有地区の位置 

出所：大丸有地区まちづくりガイドライン2012 

 

(2) 大丸有地区への集中交通の変化 

東京都市圏パーソントリップ調査（H10→H20）では，

大丸有地区の集中トリップ数の「その他私事」目的

（671→1,160百トリップ/日）と「通勤」目的（2,406→

3,068百トリップ/日）が大幅に増加している（図-2）．

「通勤」目的の増加は，大丸有地区をはじめとする都心

部へのオフィスの集積による通勤人口の増加によるもの

と推察される．また，「その他私事」目的の増加は，丸

ビルやオアゾ，新丸ビルなどの大規模な複合施設が近年

多く開業していることや，仲通りをはじめとする質の高

い歩行空間と商業施設の立地によるものと推察される． 

交通手段別では，自動車以外の各交通手段のトリップ

数は増加し，自動車だけが減少している（363→285百ト

リップ/日）（図-3）．  
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図-2 東京PTにおける大丸有地区の集中トリップ数

（目的種類別）の変化 
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図-3 東京PTにおける大丸有地区の集中トリップ数

（代表交通手段別）の変化 

 

(3) 駐車場の利用状況 

大丸有地区では，公共交通機関が整備され，すでに駐

車場に余裕があることから，附置義務台数の緩和に伴う

地域ルールを定めている．しかしながら，附置義務より

も削減された整備台数と，実際の利用状況（ピーク時の

在庫台数）を比較しても，整備台数の半分以下しか利用

されていない駐車場が多数あるなど，駐車場の利用状況

は，附置義務台数・駐車場整備台数を下回っている（図

-4）．  
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図-4 附置義務緩和駐車場(東京ビル)の利用状況の例 

出所：大手町・丸の内・有楽町地区駐車環境対策協議会資料 
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3. 大規模施設に関連する交通実態の分析 

 

(1) 大丸有地区の実態調査データ 

大丸有地区の大規模施設に関連する交通実態を把握す

るために，実態調査を実施した．調査は，H17年度から

H22年度にかけて，12棟で実施している．12棟の施設の

概要は，表-1に示す． 

 

表-1 調査対象施設の概要 
マニュアル
の適用区

分
ビル名 所在地 竣工年月

敷地面積
（ha）

延床面積
（ha）

在館
事業所数

在館
従業者数

（人）

S63年
調査有無

丸の内ビル 丸の内二丁目 H14.8 1.10 16.00 202 5,800 △

有楽町ビル 有楽町一丁目 S41.5 0.36 4.22 98 1,600 ○

新丸の内ビル 丸の内一丁目 H19.4 1.00 19.55 183 7,800

丸の内オアゾ 丸の内一丁目 H16.9 2.38 29.48 89 9,000

新東京ビル 丸の内三丁目 S38.6 0.91 10.06 154 5,500 ○

三菱ビル・丸の内二丁目ビル 丸の内二丁目 S39.7 0.94 10.64 69 5,000 ○

東京ビル 丸の内二丁目 H17.10 15.06 12.82 64 8,000 △

新有楽町ビル 有楽町一丁目 S42.1 0.72 8.37 95 4,100 ○

新大手町ビル 大手町二丁目 S33.12 0.85 8.88 80 4,300 ○

日本ビル 大手町二丁目 S37.7 1.55 17.30 8,600 ○

三菱ＵＦＪ信託銀行本店ビル 丸の内一丁目 H15.3 0.81 10.98 17 4,900

三菱商事ビル 丸の内二丁目 H18.3 0.48 5.59 2,000

注）S63年調査有無の△印（丸の内ビル、東京ビル）は、建て替え前の旧ビルの調査データである。

複合ビル

一般事務
所ビル

単館型事
務所ビル

 

 

(2) 大丸有地区のビル毎の発生集中交通量の比較 

ビル毎の発生集中原単位（大丸有地区の実績値）は，

旧大規模マニュアル標準値に比べて低い値となっている． 
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図-5 実態調査に基づく各ビルの発生集中原単位 

（平日・ビル全体） 

 

(3) 大丸有地区の交通実態に基づく発生集中原単位 

旧大規模マニュアルにおいて，大丸有地区に適用され

る事務所の発生集中原単位は，一般事務所ビルが3,900

［人TE/ha・日］，単館型事務所ビルが3,000［人TE/ha・

日］となるが，大丸有地区の実態調査から算定される発

生集中原単位は，一般事務所ビルと単館型事務所ビルで

大差なく，全体で2,500［人TE/ha・日］となっている．

これは，大丸有地区で多くを占める一般事務所ビルにお

いて，旧大規模マニュアルよりも36%小さい値となって

いる． 

表-2 事務所の発生集中原単位 

  ビル数 
平均

値 

標準 

偏差 

原単

位 

一般 大丸有地区 10 2,212 310 2,500 

事務所ビル 旧ﾏﾆｭｱﾙ - 2,700 1,200 3,900 

単館型 大丸有地区 2 2,121 142 2,300 

事務所ビル 旧ﾏﾆｭｱﾙ - 2,100 900 3,000 

調査ビル全体 大丸有地区 12 2,197 286 2,500 

［単位：人TE/ha・日］ 

※「原単位」＝「平均値」＋「標準偏差」×1.0（旧大規模マ

ニュアルの設定方法） 

※旧大規模マニュアルの「平均値」「標準偏差」は，旧大規模

マニュアル（解説書）掲載値を基に計算し百台単位に丸めて

表示 

 

(4) 大丸有地区の交通手段構成比 

旧大規模マニュアルでは，「原則として当該開発地区

が属するPT調査（パーソントリップ調査）の最小ゾー

ンにおける発着施設別の交通手段分担率」を用いること

とされていることから，PT調査による大丸有地区の交

通手段分担率と，大丸有地区で実施した交通実態調査

（施設出入り調査）に基づく交通手段分担率の比較を行

った． 

その結果，実態調査の事務所における徒歩分担率の平

均値(29.0%)は，PT調査(10.4%)に比べ，約19ポイント高く

なっている． 
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図-6 PT調査と実態調査による事務所の 

交通手段分担率（平日） 
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4. 交通特性に与える要因分析 

 

(1) 事務所施設の発生集中原単位に関する分析 

a) 経年的な交通量の減少 

S63.4月の結果と比較すると，8ビル全ての発生集中原

単位が，建て替え有無によらず約20年前よりも低下して

いる（図-7）．共通的な低下要因としては，直接的には

当該ビルの在館人員の密度低下とともに，東京PT調査

のS63年とH20年の比較でみられるような事務所施設へ

の集中交通，特に業務交通の減少傾向が反映されたもの

と推測される． 
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　　　結果は5,100人TE/haであった。

 

図-7 各ビル原単位の時点変化 

 

b) 従業者一人当り延床面積の増加 

建て替えのあった丸の内ビル，新丸の内ビルと東京ビ

ルは，延床面積の増加ほど在館人員が増加していないこ

とから，一人当り延床面積は拡大している（図-8）．特

に，丸の内ビルと新丸の内ビルは大幅に拡大している．

その他のビルも拡大傾向である． 
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図-8 在館人員一人当り延床面積の時点変化 

c) 有効床面積率の低下 

2001年以降に竣工したビルの有効床面積率は平均

51.3%であり，2000年以前に竣工したビルの平均64.5%よ

りも低い値となっている（図-9）．新しいビルは，地区

全体平均と比較しても，有効床面積率が低く，この傾向

は将来的にも続いていくものと想定される． 
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図-9 大丸有地区の 竣工年別の有効床率 

出所：ビル実態調査 平成20年度版 

 

有効床面積率が低下している要因としては，近年のビ

ルの高層化によって，エレベータ等の共用部分が増加し

ていることが考えられる．また，大丸有地区のまちづく

りガイドラインが策定された2000年以降，環境や文化，

社会，まちづくりに配慮した開発が行われてきているた

め，共用部分の増加やゆとりの確保によって，有効床面

積率が低下しているものと考えられる（図-10）． 

有効床面積率の低下により，延床面積当りの在館者の

活動量が減少していることが，発生集中原単位の低下の

一つの要因と考えられる． 

 

＜参考：建て替え前後の基準階平面図の変化＞ 

 

図-10 新丸ビルにおける基準階の平面図 

（左：建て替え前，右：建て替え後） 

出所：三菱地所提供資料 

 

d) ICT技術の発展によるオフィス空間の使い方の変化 

企業におけるインターネット利用は，総務省の通信利

用動向調査によると，平成10年頃からの10年程度の間で，

「全社的な利用」が一般的な形態となるまでに普及して

いる（図-11）．この情報処理を中心とした業務形態へ

：有効床 

：その他床 

(有効率：79%) (有効率：71.7%) 
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の移行が進んでいることにより，従業者一人当りの業務

トリップ数が減少傾向にあり，このことも発生集中原単

位の低下につながっていると推察される． 
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図-11 企業におけるインターネット利用の推移 

出所：通信利用動向調査（企業編） 

 

(2) 徒歩分担率が高い要因 

大丸有地区は，主要な公共交通機関の結節点である東

京駅に近接しており，かつ，エリア全体として歩行者ネ

ットワークの充実や循環バスの運行に取り組んでいるこ

とから，交通実態調査の結果を見ると，ビル内々の移動

に加えて，隣接ビルとの間の短距離の移動が多く存在し

ており，これはほぼ徒歩による一定エリア内の内々交通

と考えられる． 

そこで，施設出入り人数の時間帯分布と，PT調査に

よる発生集中トリップの時間帯分布を比較すると，施設

出入り調査ではPT調査と比較して昼から夕方にかけて

のトリップが顕著に多く（図-12），これはPT調査では

捉えきれていないエリア内々交通（昼の食事目的，午後

の近隣ビルへの業務目的などのちょっとした外出）が特

に多く存在するためと考えられる． 
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図-12 時間帯別の発生集中原単位 

（一般事務所ビルの事務所・平日） 

5. 地域特性を踏まえた推計手法 

 

(1) 推計手法の検討 

a) 事務所施設の発生集中原単位 

4章の分析を踏まえ，建物そのものの特性を考慮した

事務所の発生集中原単位の設定方法を検討する．検討は，

旧大規模マニュアルの設定数値の根拠となっているデー

タと大丸有地区の交通実態データを用いて，発生集中原

単位に影響を及ぼす施設特性指標によるカテゴリー分類

を行う． 

分析サンプルは，大丸有地区は，施設立地位置のカテ

ゴリー区分では「都心部」に位置することから，「都心

部」のサンプルのみとする． 

 

表-3 分析対象サンプル 

 
旧大規模 

マニュアル 

大丸有地区 

調査 

合

計 

一般事務所 55 10 65 

単館型事務所 25 2 27 

合計 80 12 92 

 

施設特性指標のうち，延床面積と建物階数の組み合わ

せによる施設規模の大きいグループを「建物階数20階以

上かつ延床面積50,000m
2以上」として，その他のグルー

プと比較すると，施設規模の大きいグループの方が発生

集中原単位の基準値が小さくなっており，全体に対する

割合は、一般事務所ビルで0.8，単館型事務所ビルで0.9

となっている． 

大規模施設では，規模が大きいことそのものと，複

合機能が備えられる場合が多いことの両者の理由から，

施設の内々交通の割合が高くなり，施設の外に発生集中

する交通量の割合が低くなると想定されることから，分

析結果を踏まえ，施設規模による違いを新たに考慮する

ことが考えられる． 
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図-13 都心部一般事務所の発生集中原単位と 

延床面積・建物階数の関係 
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b) 交通手段分担率 

主要な公共交通機関の結節点に近接した開発エリアに

立地する場合や，開発エリア全体として歩行者ネットワ

ークや公共交通の充実（地上・地下の民地内歩行者ネッ

トワークの接続や循環バスの運行など）に取り組んでい

る場合など，施設の発生集中交通の交通手段分担率を左

右する特別な要因がある場合，PT調査におけるゾーン

の分担率を適用することは必ずしも適切ではない可能性

がある． 

このようなエリアマネジメントが行われている一定の

開発エリアにおいて，施設の発生集中交通の交通手段分

担率についての交通実態データが蓄積されている場合に

は，実態データを踏まえた分担率を適用することが望ま

しいと考えられる． 

 

c) 安全度の確保 

旧大規模マニュアルでは，単体の開発を想定し，安全

度を高めに設定していることから，エリアマネジメント

が行われている地域内で複数の開発が行われる場合には，

複数の開発を考慮した安全度の設定を行うことも考えら

れる． 

大丸有地区では，大手町・丸の内・有楽町地区まちづ

くり懇談会により，今後のまちづくりの方針を「大手

町・丸の内・有楽町地区まちづくりガイドライン」とし

て取りまとめ，示されている． 

これらの組織により，エリア全体で開発計画を継続的

にマネジメントしていることで，エリア内で均質な開発

が行われ，既に竣工している施設における発生集中原単

位のバラツキが小さいことが交通実態データから確認さ

れている（表-4）．今後も，継続的に大丸有地区の実態

データを確認することで地域に適合した変動係数を用い

て発生集中原単位を設定することが考えられる． 

 

表-4 大丸有地区の実態調査による事務所の 

発生集中原単位 

 
平均値 

(TE/ha・日) 

標準偏差 

(TE/ha・日) 

基準値 

(TE/ha・日) 

変動

係数 

一般事務所 

(n=10) 
3,375 994 4,300 0.29 

単館型事務所 

(n=2) 
2,224 18 2,200 0.01 

合計(n=12) 3,183 1,004 4,100 0.32 

 

d) 地域特性を踏まえた推計手法の提案 

a)～c)の検討結果を踏まえて，大規模マニュアルの推

計手法に3つの要素を加え，当地区の地域特性を踏まえ

た推計手法を提案する． 

 

・大規模な事務所施設の発生集中原単位への割引率の設

定： 

大規模な事務所施設（建物階数20階以上かつ延床面積

50,000m
2以上）の施設について，一般事務所ビルで0.8，

単館型事務所ビルで0.9の割引率を設定する． 

・徒歩の分担率が高い地域特性を踏まえたPTの分担率

の補正： 

徒歩の分担率がPT調査よりも約19ポイント高いため，

安全側として10%をPT調査で捉えられていない徒歩と

想定して先取りし，残りにPT調査の分担率を適用す

る． 

 

・地区内の発生集中原単位の変動を踏まえた安全度の確

保： 

当地区の発生集中原単位の変動（一般事務所ビルの変

動係数が0.29，単館型事務所ビルが0.01）を用いて，

旧大規模マニュアルと同じ考え方で発生集中原単位を

算定（一般事務所ビル4,600［TE/ha・日］，単館型事

務所ビル2,800［TE/ha・日］）し，適用する． 

 

(2) 地域特性を踏まえた交通量推計手法の検証 

近年竣工した丸の内永楽ビルディングと大手町フィナ

ンシャルシティを対象に，発生集中原単位等を把握する

ための実態調査を実施し，旧大規模マニュアルに基づく

推計値と地域特性を踏まえた交通量推計手法の推計値，

実測値の3者を比較した．発生集中原単位や自動車発生

集中量等は，「マニュアル値＞地域特性を踏まえた推計

値＞実測値」となっており，地域特性を踏まえた交通量

推計手法を用いることで，より実測値に近くなり，かつ，

過小推計にはなっていないことを確認した（図-14）．  

本検討結果を踏まえ，大丸有地区では，地域ルールに

よる交通量推計手法(案)の暫定試行をH25年度より開始

し，個別開発の協議において，地域ルール(案)と旧大規

模マニュアルの両方の推計値を示しながら，協議を実施

している． 
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図-14 地域特性を踏まえた交通量推計手法の検証結果 

※永楽ビル（丸の内永楽ビルディング）：

2012年1月竣工，同年7月調査 

※大手町 FC（フィナンシャルシティ）：

2012年10月竣工，2013年9月調査 
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6. 終わりに 

大丸有地区を対象に，大規模施設の交通実態調査

を行い，発生集中原単位や交通手段分担率の交通量推

計に関する諸元値を旧大規模マニュアルとの比較分析

を行った．分析の結果，事務所の発生集中原単位が3

割程度低く，施設規模による影響の可能性を明らかに

した．また，徒歩の分担率がPT調査では，過小にな

っている可能性を明らかにした． 

分析結果を踏まえ，地域特性を踏まえた推計手法

の検討を行い，実測値に近い推計手法を整理した．な

お，検討にあたっては，大手町・丸の内・有楽町地区 

再開発計画推進協議会（現 大丸有地区まちづくり協

議会）から提案し，学識経験者，行政（国，都，区）

からなる国際ビジネス拠点地区における大規模都市開

発に伴う交通量推計手法検討会（以下「検討会」とい

う）を設置し，大規模マニュアル見直しに向けた提言

として取りまとめた．提言は，推計手法だけでなく，

エリアマネジメントの重要性と合わせて整理され，国

土交通省での旧マニュアルの改訂検討のきっかけとな

り，H26年6月には，本提言が一部反映された内容で，

マニュアルが改訂された． 

 

謝辞：本検討に際し，検討会において，日本大学客員教
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